
機能強化計画の進捗状況（要約） （別紙様式３）

1. １５年１０月～１６年３月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価

機能強化計画における、平成１５年度の進捗状況は次の通りである。

（１）中小企業金融の再生に向けた取組み
　創業・新事業支援機能等の強化として、業界団体が主催する講座へ参加し、参加者を講師として庫内研修を実施する等積極的に人材の育成に努めた。
　平成１５年１０月には、産業クラスター計画に係る補助金等の繋ぎ融資や信用保証協会との連携による「Ａクイック保証」の取扱いを開始した。
　創業・新事業支援として平成１６年２月に「セブン－イレブン・コンビニエンスストア制度ローン」の取扱いを開始した他、新商品として「育成企業支援ローン」、
「創業支援ローン」を開発した。
　経営相談・支援機能の強化として、平成１５年１０月に「企業経営支援室」を設置し、創業・新事業支援および取引先の経営支援を目的とした「企業経営支援制
度要領」を制定した。また、平成１６年３月に「ビジネス・マッチングフェア」、「中小企業経営セミナー」、「創業融資の個別相談会」を開催した。
　新しい中小企業金融への取組みの強化として、担保・保証に依存しない融資を推進するため「ふれあい事業者ローン」を改正し、創業・新事業支援にも対応で
きる商品とした。
　顧客への説明態勢の整備、相談、苦情処理機能の強化として「地域金融円滑化会議」に出席、ミス、トラブルの事例発表会やコンプライアンス等の勉強会を開
催した。今後、顧客に対する説明態勢整備のため、庫内規則等を作成する予定である。

　各項目について機能強化計画に沿って実施している。
　中期経営計画においても「リレーションシップバンキング推進による地域貢献活動の強化」、「強靭な経営体質の強化」を基本方針としており機能強化計画と同
一方向にある。
　今後も引き続き機能強化計画に沿って着実に実施して行くものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
　
　

1 （いちい信用金庫）



２．アクションプログラムに基づく個別計画の進捗状況（別紙様式１）

１５年度 １６年度 15年度 １５年１０月～１６年３月
Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
１．創業・新事業支援機能等の強化
（１）業種別担当者の配置等融資審査態勢の強化 １．創業・新事業支

援、経営支援等に対
応する組織の創設、
態勢の整備をする。
２．審査担当者による
業種別の情報･データ
収集と部内検討会を
開催する。
３．育成支援企業認
定制度を見直しする。
４．創業・新事業支援
に対応できる商品を
開発する。
５．地方自治体に対し
て創業支援に係る融
資制度の提携の働き
かけを実施する。
６．制度融資等促進
のため営業店に対す
る研修会等を実施す
る。

１．審査部内に新
組織を創設する。
２．業種別の情報・
データの収集、分
析する。
３．育成支援企業
認定制度およびふ
れあい事業者ロー
ンを見直しする。
４．地方自治体に
創業支援に係る融
資制度の提携の働
きかけを実施する。
５．制度融資等促
進のため研修会を
実施する。

取組を継続し一層
強化する。

・全信協主催の「企業再
生支援講座」に参加し
た。
・愛知県信用保証協会
から講師を招き、営業
店長を対象に保証業務
の研修会を実施した。
・育成支援企業認定制
度及びふれあい事業者
ローンの見直しに着手
した。
・創業、新事業支援を目
的に、10月1日企業経
営支援室の設置を決定
した。

・15年10月「企業経営支
援室」を設置し、「企業
経営支援制度要領」を
制定した。
・企業再生・目利き力養
成講座へ積極的に参加
した。
・業種別の情報・資料等
の収集をしている。
・１５年１１月に愛知県
信用保証協会と提携し
た「Ａクイック保証」を発
売した。
・１６年２月に新商品とし
て「育成企業支援ロー
ン」、「創業支援ロー
ン」、「セブン－イレブ
ン・コンビニエンスストア
制度ローン」の取扱いを
開始した。

業種別の情報・データ
ベースの構築・分析及び
審査能力・スキル向上研
修に積極的に参加する。

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を
目的とした研修の実施

全信協主催の「目利
き力養成講座（営業
店編）」、「　同　（本部
編）」に職員を派遣す
る。

全信協主催の「目
利き力養成講座」
に職員を派遣す
る。

外部派遣研修等に
積極的に参加す
る。

・全信協主催の「目利き
力養成講座」に職員を
下期に派遣することを
決定した
・東信協主催の「企業再
生講座」に職員を派遣
することを決定した。
・各講座派遣者を講師
として、「事業取引推進
講座」を11月に開催す
る。

・全信協主催の「目利き
力養成講座」に職員を
派遣した。
・東信協主催の「企業再
生(目利き）講座」へ職
員を派遣した。
・各講座派遣者を講師
として「事業取引推進講
座」を11月に開催した。
・東信協主催の「業種別
アドバイスポイント(目利
き）講座」へ職員を派遣
した。

（後記３．その他関連す
る取組み）　参照

項　　　目 具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
進捗状況スケジュール
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１５年度 １６年度 15年度 １５年１０月～１６年３月
項　　　目 具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）

進捗状況スケジュール

（３）産学官とのネットワークの構築・活用や日本政策投資銀行
との連携。「産業クラスターサポート会議」への参画

１．地方自治体、商工
会議所、中小企業支
援センター等への継
続訪問により情報の
収集、連携を図る。
２．産業クラスター計
画参加企業からの融
資申し出は前向きに
検討する。

１．地方自治体や
各商工会議所、中
小企業支援セン
ターの継続的訪問
により情報の収
集、連携を図る。
２．創業支援制度
を持つ地方自治体
に、当金庫の取扱
いを働きかける。

日本政策投資銀行
から講師を招き、研
修会を実施する。

･各商工会議所、中小
企業支援センター等へ
の訪問による情報収集
と連携に向けた取組み
を開始した。
・東海地区産業クラス
ター計画に係る補助金
等の繋ぎ融資の取扱を
10月から開始することを
決定した。

・一宮商工会議所、国
民生活金融公庫と当金
庫の合同による創業支
援相談会を開催した。
・産業クラスター計画に
係る補助金等の交付決
定先に対する繋ぎ融資
の取扱いを１０月から開
始した。

１．商工会議所等、当金
庫と関連のある機関が
参加している「東海もの
づくり創生プロジェクト」
に対して継続的な接触を
図る。
２．「東海地区産業クラス
ターサポート金融会議」
へ必要に応じての資金
供出を含め参画を検討
する。

（４）ベンチャー企業向け業務に係る、日本政策投資銀行、中小
企業金融公庫、商工組合中央金庫等との情報共有、協調投融
資等連携強化

１．代理貸付の受託
金融機関との情報交
換と地域情報の共有
化に努める。
２．日本政策投資銀
行との情報交換を密
にし、連携を強化す
る。
３．創業・新事業支援
に係る商品情報の提
供と協調融資の獲得
に努める。

１．中小企業金融
公庫が開催する情
報交換会へ参加す
る。
２．代理貸付の受
託金融機関等との
情報交換を図る。
３．日本政策投資
銀行との連携を強
化する。

左記取組を継続し
一層強化する。

・中小企業金融公庫が
開催する情報交換会に
参加し、関連機関との
協調による情報の共有
化に努めている。

・関連機関との連携を
強化し、情報の共有化
に努めている。

取引先の規模等により
国民生活金融公庫、中
小企業金融公庫との連
携を強化する。

（５）中小企業支援センターの活用 中小企業支援セン
ターの経営相談、創
業支援等の機能を活
用した支援を行う。

創業支援相談窓口
を新設する。

中小企業支援セン
ターの相談業務紹
介窓口となり、同セ
ンターを有効に活
用する。

・中小企業支援センター
が開催した創業支援セ
ミナーに参加した。
・創業支援相談窓口の
新設を検討している。

・「中部ＣＬＯ組成に係る
説明会」に出席した。
・「早期事業再生トップ
セミナー」に参加した。
・一宮商工会議所、国
民生活金融公庫と合同
による創業融資相談会
を開催した。なお、相談
件数は８件あり、うち１
件に対して創業支援
ローンを実行した。

1．同センターの研修、セ
ミナーへ積極的に参加し
て地域の中小企業の創
業、経営支援に役立てて
いく。
２．各機関が取り扱う創
業、経営支援に係る制
度融資の紹介を行う。
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１５年度 １６年度 15年度 １５年１０月～１６年３月
項　　　目 具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）

進捗状況スケジュール

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
（１）経営情報やビジネス・マッチング情報を提供する仕組みの
整備

１．企業の期待する
情報を調査する。
２．今後とも「景況レ
ポート」を定期的に発
行する。
３．ホームページを活
用した情報を提供す
る。
４．業界団体のビジネ
ス・マッチング情報の
提供・還元の仕組み
を整備する。

１．情報提供媒体
のアピールと仕組
みを整備する。
２．情報の蓄積に
努める。
３．景況レポートの
地域経営情報を充
実する。
４．業界団体のビジ
ネス・マッチング情
報態勢への対応を
検討する。
５．期待情報の把
握と情報交換シス
テムの再構築を図
る。

取組を継続し一層
強化する。

・情報を蓄積、充実する
ため調査先を拡大し、
業種別融資先の割合に
合わせて調査先を見直
した。
・ホームページ掲載等
情報提供する仕組みを
整備した。

・４４社参加による「ビジ
ネスマッチングフェア」を
開催した。うち８社(4組）
でマッチング情報の交
換が行われた。また、朝
日大学と連携し「中小企
業セミナー」を開催し
た。
・全信協の「しんきんビ
ジネスマッチングサービ
ス」に加入し、全国ネッ
トで展開するシステムを
立ち上げた。

コンサルティング業務、
Ｍ＆Ａ業務、事務受託業
務、ビジネスマッチング
業務等の広告業務の取
扱いについて今後検討
する。

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生
防止のための体制整備強化並びに実績公表

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施 全信協主催の「目利
き力養成講座（営業
店編）」、「　同　（本部
編）」に職員を派遣す
る。

全信協主催の「目
利き力養成講座」
に職員を派遣す
る。

外部派遣研修等に
積極的に参加す
る。

・全信協主催の「目利き
力養成講座」に職員を
下期に派遣することを
決定した。
・東信協主催の「企業再
生講座」に職員を派遣
することを決定した。
・各講座派遣者を講師
として、「事業取引推進
講座」を11月に開催す
る。

・全信協主催の「目利き
力養成講座」に職員を
派遣した。
・東信協主催の「企業再
生(目利き）講座」へ職
員を派遣した。
・各講座派遣者を講師
として「事業取引推進講
座」を11月に開催した。
・東信協主催の「業種別
アドバイスポイント(目利
き）講座」へ職員を派遣
した。

（後記３．その他関連す
る取組み）　参照

別紙様式３－２、別紙様式３－３参照
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１５年度 １６年度 15年度 １５年１０月～１６年３月
項　　　目 具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）

進捗状況スケジュール

３．早期事業再生に向けた積極的取組み
（１）中小企業の過剰債務構造の解消・再生の取組み。「早期事
業再生ガイドライン」の趣旨を踏まえた事業再生への早期着手

１．審査部内に新組
織を創設する。
２．営業店に経営改
善の支援を担当する
者を配置する。
３．本部および営業店
の経営改善担当者に
よる、支援方策等を
検討する。
４．中小企業支援ス
キルの向上、企業再
生支援を目的とした
研修プログラムに積
極的に参加する。

１．審査部内に新
組織を創設する。
２．営業店に経営
改善の支援を担当
する者を配置す
る。
３．支援方策等を
検討する。
４．研修プログラム
に積極的に参加す
る。
５．業種別の情報・
データを収集する。

取組を継続し一層
強化する。

・全信協主催の「企業再
生支援講座」に参加し
た。
・取引先企業に対する
経営改善支援を目的
に、10月1日企業経営
支援室の設置を決定し
た。

・取引先企業に対する
経営支援を目的として
「企業経営支援室」を10
月1日に設置し、｢企業
経営支援制度要領」を
制定した。
・経営改善支援（創業・
新事業支援を含む）態
勢を構築した。
・全信協主催の「企業再
生支援講座」に参加し
た。

（６）中小企業再生支援協議会への協力とその機能の活用 個々の案件について
有効活用ができるか
検討する。

１．取引企業の経
営状況や他の債権
者との関係等の再
生支援に係る情報
の収集を図る。
２．中小企業再生
支援協議会との連
携を強化する。

取組を継続し一層
強化する。

・愛知県中小企業再生
支援協議会からの情報
収集に努めている。

・愛知県中小企業再生
支援協議会からの情報
収集に努めている。
・名古屋商工会議所が
主催する事業再生セミ
ナーに参加した。

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャリス
ト）の育成を目的とした研修の実施

全信協主催の「企業
再生支援講座」に職
員を派遣する。

「企業再生支援講
座」に職員を派遣
する。

外部派遣研修等に
積極的に参加す
る。

・全信協主催の「企業再
生支援講座」に参加し
た。
・全信協主催の「企業再
生支援講座」へ職員を
追加派遣することを決
定した。

・派遣者を庫内講師とし
て、各営業店融資役席
者を対象に研修会を実
施した。
・全信協主催の「企業再
生支援講座」へ職員を
派遣した。

(後記３．その他関連する
取組み）　参照
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１５年度 １６年度 15年度 １５年１０月～１６年３月
項　　　目 具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）

進捗状況スケジュール

４．新しい中小企業金融への取組みの強化
（１）ローンレビューの徹底、財務制限条項やスコアリングモデル
の活用等。第三者保証の利用のあり方

１．ローンレビューは
確実に実行、更なる
充実を図る。
２．財務制限条項の
運用は今後の検討課
題とする。
３．スコアリングモデ
ルは、信用リスクデー
タベースの整備を前
提とするので今後の
検討課題とする。
４．第三者包括根保
証は、現状どおりとす
る。

１．ローンレビュー
の継続的見直しを
図る。
２．担保・第三者保
証に対して継続的
指導を実施する。
３．育成支援企業
認定制度およびふ
れあい事業者ロー
ンの改正を図る。

信用リスクデータ
ベースを検討する。

・総与信の各種ポート
フォリオによるモニタリ
ングを実施している。
・担保、第三者の包括
根保証等について、継
続的に指導している。

・総与信の各種ポート
フォリオによるモニタリ
ングを実施している。
・大口融資先重点管理
制度を、１６年３月に改
正した。
・企業格付による情報
蓄積でデータベースの
構築を推進するため、
実施率の向上策を立て
た。
・担保、第三者の包括
根保証等について継続
的に指導している。
・「育成企業支援ロー
ン」、「ふれあい事業者
ローン」、「創業支援
ローン」の取扱を開始し
た。

（３）証券化等の取組み 取組みにあたっては
慎重に対応するが顧
客からの申出には積
極的に応需していく。

私募債の発行基準
に合致する企業に
対し営業活動を展
開する。

取組を継続し一層
強化する。

・信用保証協会から講
師を招き、保証業務の
研修会を実施した。

・私募債の発行基準に
合致する企業に対する
営業活動を展開した。

（５）信用リスクデータベースの整備・充実及びその活用 外部データベースの
活用を検討、導入
後、整備･充実に努め
る。

企業格付と自己査
定との整合性を検
証する。

１．整合性の検証
を基本とした貸出
金利の設定を検討
する。
２．外部データベー
スの活用を検討す
る。

・平成15年5月に全面改
正した企業格付制度に
より信用格付を実施し
ている。

・企業格付制度により信
用格付を実施しており、
自己査定との整合性を
検証している。
・企業格付の実施率を
向上させデーターの蓄
積量を増加させることを
目指している。

信用リスクデータベース
による貸出金ポートフォ
リオの適正化を図る。
個人事業主に対する格
付制度の制定を目指
す。
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１５年度 １６年度 15年度 １５年１０月～１６年３月
項　　　目 具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）

進捗状況スケジュール

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化
（１）銀行法等に義務付けられた、貸付契約、保証契約の内容
等重要事項に関する債務者への説明態勢の整備

１．説明義務に関する
庫内規則等を作成す
る。
２．取引約定書等の
写しを交付、保証人
に対する保証意思確
認は本人署名の書面
を徴求する等の体制
とする。

１．コンプライアン
ス等勉強会を実施
する。
２．コンプライアン
スマニュアルに説
明責任義務の追加
を行う。

１．庫内規則等を
作成する。
２．取引約定書の
双方署名方式への
変更を検討する。
３．意思確認方法
の変更を検討す
る。
４．的確な情報提
供を行う体制づくり
を行う。

・コンプライアンス等の
勉強会を毎月実施して
いる。

・保険窓販、苦情実例
等に関するコンプライア
ンス研修を実施した。
・営業店においてコンプ
ライアンス等の勉強会
を実施した。

（２）「地域金融円滑化会議」の設置・開催 １．苦情発生時の対
応を適切にするととも
に防止策を検討、再
発防止の徹底を図
る。
２．地域金融円滑化
会議で意見交換を図
る。

１．地域金融円滑
化会議に出席し積
極的に意見交換を
実施する。
２．参考事例を営
業店に周知する。
３．苦情発生時の
体制を強化する。

取組を継続し一層
強化する。

・地域金融円滑化会議
に出席し、意見交換を
実施した。
・ミス、トラブル等の事
例研究発表会を開催し
た。

・引き続き地域金融円
滑化会議に出席した。
・苦情が発生した場合
には、「苦情等処理取
扱規程」により経営陣に
報告を行っている。

（３）相談・苦情処理体制の強化 １．苦情発生報告の
徹底を図り、的確に
対処し再発防止策を
講じる。
２．研修・勉強会の開
催による苦情処理体
制の強化を図る。

１．計画的な研修を
実施する。
２．苦情事例集を
作成し、営業店の
勉強会教材として
活用する。

１．営業店における
苦情事例発表会の
実施を検討する。
２．計画的な研修・
苦情事例の還元を
行う。

・苦情処理機能強化を
目的に、ミス・トラブル等
の事例発表研究会を開
催した。

・コンプライアンス研修
を実施した。
・苦情等実例集を作成
中である。

半期毎にホームペー
ジ等で公表する。

平成15年上期分を
11月頃に公表する
予定である。

平成15年下期分は
16年8月頃に、平成
16年上期分は16年
11月頃に公表する
予定である。

ホームページで15年度
上期分の公表をする。

ホームページで15年度
上期分の公表をした。

６．進捗状況の公表

7 （いちい信用金庫）



進捗状況（15年10月～16年３月）
・ 全信協主催の「目利き力養成講座」へ職員を派遣するこ
とを決定した。
・ 東信協主催の「企業再生（目利き）講座」に職員を派遣す
ることを決定した。
・ 各講座派遣者を講師として、「事業取引推進講座」の研
修会を１１月に開催する。

・全信協主催の「目利き力養成講座」に職員を派遣した。
・東信協主催の「企業再生講座」に職員を派遣した。
・各講座派遣者を講師として、「事業取引推進講座」の研修
会を開催した。
・業種別アドバイスポイント(目利き)講座へ職員を派遣し
た。

・ 全信協主催の「目利き力養成講座」へ職員を派遣するこ
とを決定した。
・ 東信協主催の「企業再生（目利き）講座」に職員を派遣す
ることを決定した。
・ 各講座派遣者を講師として、「事業取引推進講座」の研
修会を１１月に開催する。

・全信協主催の「目利き力養成講座」に職員を派遣した。
・東信協主催の「企業再生講座」に職員を派遣した。
・各講座派遣者を講師として、「事業取引推進講座」の研修
会を開催した。
・業種別アドバイスポイント(目利き)講座へ職員を派遣し
た。

・全信協主催の「企業再生支援講座」に職員を派遣した。
・全信協主催の「企業再生講座」に職員を派遣することを決
定した。
・各講座派遣者を講師として、「事業取引推進講座」の研修
会を１１月に開催する。

・各講座派遣者を講師として、「事業取引推進講座」の研修
会を開催した。
・全信協主催の「企業再生支援講座」へ職員を追加派遣し
た。

　

15年度具　体　的　な　取　組　み項　　　目

３．その他関連する取組み（別紙様式２）

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
　３．早期事業再生に向けた積極的取組み
　（７）企業再生支援に関する人材の育成を目的とした研修の実施

１．全信協主催「企業再生支援講座」の受講者を庫内講師とし
て、研修を実施する。
２．上記研修は継続的に反復実施し、職員全体のレベルアッ
プを図る。

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
　１．創業・新事業支援機能の強化
　（２）　企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を目
的とした研修の実施

1．全信協主催「目利き力養成講座(営業店編)」、「同(本部編)」
の受講者を庫内講師として、研修を実施する。
２．上記研修は継続的に反復実施し、職員全体のレベルアッ
プを図る。

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
　２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
　（４）　中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施

1．全信協主催「目利き力養成講座」の受講者を庫内講師とし
て研修を継続的に反復実施し、職員全体のレベルアップを図
る。
２．「事業取引推進講座」の開講する。
　

 

8 （いちい信用金庫）



９ 

（別紙様式３－２） 

Ⅰ 中小企業金融の再生に向けた取組み 
 ２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 
  （３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防止のための体制整備強

化並びに実績公表 

 

具体的な取組み 

・審査部内に新組織を設置する。 

・営業店に経営改善の支援を担当する者を配置する。 

・本部の経営改善の担当者は営業店と連携し、経営改善の可能性

のある企業の選定・支援方策等を検討するものとする。 

・該当企業の理解と意識改革を図るため、営業店と本部が連携し、

代表者等の経営者と意思の疎通を図り、支援効果を上げられる

態勢を構築する。 

・本部および営業店の経営改善に係る担当者は、業界団体が実施

する中小企業支援スキルの向上や、企業再生支援に関する人材

の育成を目的とした研修プログラムに積極的に参加する。 

・審査担当者のスキル向上のため、業界団体が実施する目利き研

修に参加する。 

・ディスクロ誌、ホームページに取組実績を公表する。 

 

15 年度 

・審査部内に新組織を設置する。 

・営業店に経営改善支援の担当者を配置する。 

・経営改善の可能性のある債務者の選考 

・経営改善指導の実施 

 

 

 

ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

 

16 年度 

・経営改善指導の実施 

・取組み実績等の公表（平成 15年度分） 

 

 

備考（計画の詳細） 

 

・審査部内に新組織を設置する。 

・営業店に経営改善支援の担当者を配置する。 

・経営改善の可能性のある債務者の選考 

・経営改善指導の実施 

・取組み実績等の公表 

 

 

 

 

 

進

捗

状

況 

(1)経営改善支援に関する

体制整備の状況（経営

改善支援の担当部署を

含む） 

 15 年 4 月～16年 3 月 

・15 年 10月 1 日に創業・新事業支援および取引先の経営支援を目的

として「企業経営支援室」を新組織として設置し、「企業経営支援

制度要領」を制定した。 

・企業経営支援室の創設とともに営業店には、店長を企業経営支援責

任者とし、同責任者が任命した者を担当者とする経営改善支援（創

業・新事業支援を含む）態勢を構築した。 

・全信協主催の「企業再生支援講座」「目利き力養成講座」東信協主

催の「企業再生(目利き)講座」「業種別アドバイスポイント(目利き)

講座」に参加した。（参加人員 8 名） 



１０ 

 ・庫内研修として企業経営改善支援活動に関する研修（ 15 年 11 月 11

日）、企業格付指導（16 年 3月 4 日）、審査トレーニー（下期 3 名）

等を通じて本部・営業店と連携した企業経営改善支援のための準備

を進めた。 

 15 年 10 月～16 年

3 月 

・15 年 10月 1 日に創業・新事業支援および取引先の経営支援を目的

として「企業経営支援室」を新組織として設置し、「企業経営支援

制度要領」を制定して、１６年度から実施する企業経営支援活動の

準備を進めた。 

 

(2)経営改善支援の取組み

状況（注） 

 15 年 4 月～16年 3 月 

 

・取組方策 

 １ 顧客第一主義の活動を展開する 

 ２ 信頼関係を構築する 

 ３ 営業店との連携を重要視する 

 ４ 人材を育成する 

・取組内容 

創業・新事業支援および取引先の経営支援態勢整備等の準備が整

い、平成 16 年度より本格的に個別の貸出先に対しての指導を行う

ものである。 

また、スキル向上のため業界団体の実施する「企業再生支援講座」、

「目利き力養成講座」等への派遣や中小企業金融公庫、国民生活金

融公庫等の関連機関が開催する研修・セミナー・情報交換会等には、

今後も積極的に参加していくものである。 

 

 

 

 15 年 10 月～16 年

3 月 

・創業・新事業支援および取引先の経営支援態勢整備等の準備が整い、

平成16年度より本格的に個別の貸出先に対しての指導を行うもので

ある。 

 

（注）下記の項目を含む 

・ 経営改善支援について、どのような取組み方針を策定しているか。 

・ 同方針に従い、具体的にどのような活動を行ったか。 

・ こうした取組みにより支援先にどのような改善がみられたか。 

・ こうした取組みを進め成果を上げていくための課題は何か（借手の中小企業サイドの課題を

含む） 

 

 

 

 

 



（別紙様式３－３）

いちい信用金庫
【15年度（15年4月～16年3月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 615 o o o

うち要管理先 156 o o o

破綻懸念先 205 o o o

実質破綻先 98 o o o

破綻先 88 o o o

合　計 7,466 o o o

（注）・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。
・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については
　（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。
・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。
　※期初債務者数は、合併前の３金庫（一宮・津島・愛北）を合算した先数で、重複債務者調整後の先数である。
　　 １６年度初頭に経営改善支援取組先を決定し、本格的に個別指導を行う。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績

o

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

6,304 o
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